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告 示

北海道告示第７２０号

北海道青少年健全育成条例（昭和３０年北海道条例第１７号）第１６条第１項第３号の規定によ

り、次の図書類を有害図書類として指定する。

平成２６年１０月３１日
北海道知事 高 橋 はるみ

図書類
の種別

図 書 コ ー ド 図 書 類 の 名 称 発行所、制作所、受審会社等

書 籍 ９７８４８８７１８８９２１ ドラッグの万華鏡 平成１８年１０月１日発行 株 式 会 社 デ ー タ ハ ウ ス
同 ９７８４８８７１８７８４９ MDMA大全 平成１６年１０月３０日発行 同

同 ９７８４８８７１８６３９２ 危ない薬 愛蔵版 平成１３年１０月３０日発行 同
同 ９７８４８６１９９４０５０ GEKIDAS激裏情報＠大辞典 vol．５ 平成２４年５月３０日発行 株 式 会 社 三 才 ブ ッ ク ス
指定の理由 著しく粗暴性を助長し、性的感情を刺激し、又は道義心を傷つけるもの等で

あって、青少年の健全な育成を害するおそれがあると認められるため

北海道告示第７２１号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第１項の規定により、当別町若葉地区の
換地計画を定めた。
その関係書類は、北海道石狩振興局に備え置いて、平成２６年１１月４日から２０日間、一般の
縦覧に供する。
平成２６年１０月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第７２２号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成２６年１０月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 河東郡士幌町字上音更西５線１７４の２・１７６の４・字中

音更西２線１７４の５・１７６の３（以上４筆について次の図
に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 風害の防備
３ 解 除 の 理 由 用排水路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道十勝総合振興局産業振興部林務課及び士幌町
役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第７２３号

農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和２６年法律第
２４９号）第２９条の規定による通知があった。

平成２６年１０月３１日
北海道知事 高 橋 はるみ

１ 保安林予定森林の所在場所 中川郡幕別町字途別７２２・７５１（以上２筆国有林）、３８４
の２・３８５の１・３８７・３８８の２・３９２の１・３９７・７２３（以上
７筆について次の図に示す部分に限る。）、３８６、３９１の３、
３９２の２、７４１
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２ 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
３ 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び幕別町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第７２４号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
平成２６年１０月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件変更予定保安林
の所在場所

寿都郡寿都町（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 潮害の防備
３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道後志総合振
興局産業振興部林務課及び寿都町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第７２５号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
平成２６年１０月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件の変更に係る保
安林の所在場所

古平郡古平町（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道後志総合振
興局産業振興部林務課及び古平町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第７２６号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条の規定による保
安林の指定施業要件の変更の予定の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第１８９条
の規定により、その通知の内容を関係町村役場の掲示場に掲示した。
平成２６年１０月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 通 知 の 内 容 平成２６年北海道告示第６７５号
� 所在が不分明な者 小西 昴
� 掲 示 場 所 東神楽町役場
２� 通 知 の 内 容 平成２６年北海道告示第６７５号
� 所在が不分明な者 曽根 藤三
� 掲 示 場 所 中富良野町役場
３� 通 知 の 内 容 平成２６年北海道告示第６７８号
� 所在が不分明な者 松橋 密蔵、佐藤 儀文
� 掲 示 場 所 初山別村役場

北海道告示第７２７号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部建設政策局維持管理防災課及び北海道オホーツク総合振興
局網走建設管理部に備え置いて、告示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成２６年１０月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 小清水女満別線 網走市字音根内３２２番１地先から 平成２６．１０．３１

同市字音根内１８５番３地先まで
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道 企 業 管 理 規 程

北海道企業職員被服貸付規程の一部を改正する規程を次のように定める。
平成２６年１０月３１日

北海道公営企業管理者 伊 藤 � 宏
北海道企業管理規程第４号

北海道企業職員被服貸付規程の一部を改正する規程
北海道企業職員被服貸付規程（昭和４２年度北海道企業管理規程第５号）の一部を次のよう
に改正する。
題名を次のように改める。
北海道企業職員被服貸与規程

第１条から第２条の２までを次のように改める。
（趣旨）
第１条 この規程は、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１５条に規定する企業職員
（臨時的任用職員を除く。以下「職員」という。）の被服の貸与に関し必要な事項を定め
るものとする。
（被服の貸与）
第２条 被服の貸与を受けることのできる職員（以下「被服貸与対象職員」という。）、被
服の品目、数量及び貸与期間は、別表のとおりとする。
２ 所属長は、前項の規定にかかわらず、被服の使用状況又は損傷の程度により、その数量
を減じ、又はその貸与期間を延長することができる。
（被服の貸与時期）
第２条の２ 被服は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時期に貸与する。
� 新たに被服貸与対象職員となった者に対する貸与 当該被服貸与対象職員となったと
き。
� 現に被服の貸与を受けている者に対する新たな貸与 別表に定める貸与期間を経過し
た後の６月又は１０月のいずれか早い時期

２ 前項に規定する時期に被服の貸与を行うことが困難な場合には、所属長は、総務課長の
承認を受けて、別に貸与の時期を定めることができる。
第３条中「貸付」を「貸与」に改める。
第４条の見出しを「（被服の保管）」に改め、同条中「貸付」を「貸与」に、「善良な
る」を「善良な」に、「保存しなければ」を「その保管を行わなければ」に改める。
第５条第１項中「貸付を」を「貸与を」に、「すみやかに」を「速やかに所属長に」に改
め、同項ただし書中「受けていた貸付被服」を「貸与されていた被服」に、「貸付される」
を「貸与される」に改め、同項第２号中「勤務替え」を「職務換え」に、「第２条第１項の

職員」を「被服貸与対象職員」に改め、同項第３号中「勤務替え」を「職務換え」に、「被
服の貸付を受けることのできる他の職種に異動した」を「他の被服貸与対象職員となった」
に改め、同条第２項中「貸付」を「貸与」に、「法」を「地方公務員法（昭和２５年法律第
２６１号）第２８条の４第１項又は」に、「勤務替え」を「職務換え」に改める。
第６条の見出し中「亡失」を「被服の亡失」に改め、同条中「貸付を」を「貸与を」に、
「貸付被服亡失（損傷）届」を「貸与被服亡失（損傷）届」に、「すみやかに」を「速やか
に」に改める。
第７条を次のように改める。
（再貸与）
第７条 所属長は、前条の規定による届出を受理したときは、被服の亡失又は損傷の状況を
確認し、職務上必要と認められる場合には、第２条の２の規定にかかわらず、直ちに被服
を再貸与することができる。
第８条の見出し中「耐用年数」を「貸与期間」に改め、同条中「耐用年数」を「貸与期
間」に、「貸付」を「貸与」に改める。
第９条中「被服貸付台帳」を「被服貸与台帳」に改める。
別表を次のように改める。
別表（第２条関係）

職種 品目 数量 貸与期間

発電管理事務所又は工業用
水道管理事務所において運
転保守に従事する職員

作業帽
防寒帽
作業衣（上下）
作業替ズボン
防寒作業衣（上下）
雨衣（上下）
オーバーオール
安全靴（又は、運動靴）
ゴム長靴
防寒手袋
防寒長靴

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

３年
４年
２年
２年
３年
３年
２年
２年
２年
２年
２年

工事の設計、監督等の業務
に専ら従事する職員

作業衣（上下）
作業替えズボン
防寒作業衣
雨衣（上下）
運動靴
ゴム長靴

１
１
１
１
１
１

２年
２年
３年
４年
２年
２年

別記第１号様式中「貸付被服亡失（損傷）届」を「貸与被服亡失（損傷）届」に、「貸付
を受けました」を「貸与された」に改める。

５４北 海 道 公 報 第����号平成２６年１０月３１日（金曜日）



別記第２号様式中「（表）」を削り、「被 服 貸 付 台 帳」を「被 服 貸 与

台 帳」に、「勤 務 個 所」を「勤 務 箇 所」に、「耐用年数」を
「貸与
期間」に、「受領年月

日」を「貸与年月日」に改める。
附 則

１ この規程は、平成２６年１１月１日から施行する。
２ この規程の施行の際現にこの規程による改正前の北海道企業職員被服貸付規程の規定に
基づいて貸付されている被服は、この規程による改正後の北海道企業職員被服貸与規程の
規定に基づいて貸与されたものとみなす。

道 教 育 庁 教 育 局 告 示

北海道教育庁オホーツク教育局告示第３０号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定し、及び随意契約の相手方を決定した。
平成２６年１０月３１日

北海道教育庁オホーツク教育局長 田 中 宣 行
１� 落札に係る物品等の名称（１リットル当たりの単価）及び調達予定数量
ア 灯油その１（北見地区�） ２６，１５３リットル
イ 灯油その２（北見地区�） ３３，２４７リットル
ウ 灯油その３（北見地区	） ３３，９８０リットル
エ 灯油その４（訓子府地区） １５，７８１リットル
オ 灯油その５（津別地区） １０，５５０リットル
カ 灯油その６（網走地区） ２４，１５２リットル
キ 灯油その８（常呂地区） ４，５６０リットル
ク 灯油その９（佐呂間地区） ８，５４７リットル
ケ 灯油その１０（遠軽地区） １９，９８５リットル
コ 灯油その１１（紋別地区�） ６，３５７リットル
サ 灯油その１２（滝上地区） ８，２６６リットル
シ 灯油その１３（興部地区） ２０，４８６リットル
ス 灯油その１４（美幌地区） ７５，２７８リットル
セ 灯油その１５（紋別地区�） ２４，４０２リットル
� 落札を決定した日
ア １の�のアからカまで及びス
平成２６年１０月１５日

イ １の�のキからシまで及びセ

平成２６年１０月１４日
� 落札者の氏名及び住所
ア １の�のア

 氏 名 アヅマ石油荷役サービス株式会社
� 住 所 札幌市西区西野２条７丁目１番６号
イ １の�のイ

 氏 名 北見石油販売株式会社
� 住 所 北見市卸町１丁目７番地１
ウ １の�のウ及びク

 氏 名 株式会社太陽商会
� 住 所 北見市大通東９丁目９番地
エ １の�のエ

 氏 名 久島工業株式会社
� 住 所 常呂郡訓子府町東町８８番地
オ １の�のオ

 氏 名 丸玉産業株式会社
� 住 所 網走郡津別町字新町７番地
カ １の�のカ

 氏 名 株式会社リョーユウ石油
� 住 所 北見市東三輪３丁目１８番
キ １の�のキ

 氏 名 有限会社リヨーセキ
� 住 所 北見市常呂町字常呂３２５番地
ク １の�のケ

 氏 名 遠軽ツバメ石油株式会社
� 住 所 紋別郡遠軽町南町３丁目２番地の５
ケ １の�のコ、ス及びセ

 氏 名 北日本石油株式会社
� 住 所 東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目２８番５号
コ １の�のサ

 氏 名 北海道エネルギー株式会社
� 住 所 札幌市中央区北１条東３丁目３番地
サ １の�のシ

 氏 名 株式会社藤共工業
� 住 所 紋別郡興部町字興部１９３番の１
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� 落札金額
ア １の�のア ８９．３円
イ １の�のイ及びウ ８６．０円
ウ １の�のエ、キ及びク ９６．０円
エ １の�のオ及びス ９９．０円
オ １の�のカ １００．０円
カ １の�のケ ８２．０円
キ １の�のコ ８９．０円
ク １の�のサ ９７．０円
ケ １の�のシ及びセ １０１．０円


 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

� 一般競争入札の公告
平成２６年９月９日付け北海道教育庁オホーツク教育局告示第２７号

２� 随意契約に係る物品等の名称（１リットル当たりの単価）及び調達予定数量
灯油その７（斜里地区） ２６，２３２リットル

� 随意契約の相手方を決定した日
平成２６年１０月１５日

� 随意契約の相手方の氏名及び住所
ア 氏 名 斜里アポロ石油株式会社
イ 住 所 斜里郡斜里町港町１６番地３８
� 随意契約に係る契約金額
９７．０円


 契約の相手方を決定した手続
随意契約

� 随意契約によった理由
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第８号の規定による。

３ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁オホーツク教育局道立学校運営支援室
� 所在地 網走市北７条西３丁目

道 立 図 書 館 告 示

北海道立図書館告示第１４号

次のとおり随意契約の相手方を決定した。

平成２６年１０月３１日
北海道立図書館長 坂 本 和 彦

１ 随意契約に係る特定役務の名称及び数量
ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理業務 ５缶（１，４６０�）

２ 随意契約の相手方を決定した日
平成２６年１０月３日

３ 随意契約の相手方の氏名及び住所
� 氏 名 日本環境安全事業株式会社
� 住 所 東京都港区芝１丁目７番１７号
４ 随意契約に係る契約金額
４１，１２６，４００円

５ 契約の相手方を決定した手続
随意契約

６ 随意契約によった理由
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

３７２号）第１０条第１項第１号の規定による。
７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道立図書館総務企画部管理課
� 所在地 江別市文京台東町４１番地

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第４６５号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２６年１０月３１日

北海道警察本部長 室 城 信 之
１ 落札に係る物品等の名称（１月当たりの単価）及び数量
北海道警察本部通信指令支援システム通信回線サービス 一式

２ 落札を決定した日
平成２６年１０月１７日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 東日本電信電話株式会社
� 住 所 東京都新宿区西新宿３丁目１９番２号
４ 落札金額
８４４，５６０円
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５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２６年９月５日付け北海道警察本部告示第３８５号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道警察本部総務部会計課
� 所在地 札幌市中央区北２条西７丁目
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